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特別 の 法律 に より 設立 され る 民間 法人 の 運営 に ーー の 二 BI 基づく 指導 監督 状況 ( 令 和 2 年度 ) 


に 人 名 本 公認 会 計 士 協会 根拠 法令 応 人 YE ビ 日 民間 法人 化 ) 











































































































会 計 士 の 品位 を 保持 し 、 公 認 会 計 士 3 第 1 項 の 業務 の 改善 進歩 を B こめ 、 ps 監督 に 関す る 
ヽ 並び に 公認 会 計 士 及び 特定 録 に 関す る 事務 を 行う こと を \ 

































































事 長 等 








部 209 人 、 地 電 
部 0 人 、 


二 助 金 等 割合 の 低減 化 措 置 の 取組 の 状況 
取組 を 行っ て いな い 場 合 、 補 助 金 等 割 
が 低下 し て いな い 場 合 、 そ の 理由 ) 






















































































































































































事業 の 段階 的 廃止 

















* 収 入 額 (①) 
自己 収入 額 (②) 
①②⑳X100 (%) 
経常 的 運営 費用 (③) 
①/ づ ③Xx100 (%) 























































































































































































































(2), (3) 
制度 的 独 
中 の 事務 


うき 
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士 等 に 対す る 指導 、 連 絡 及 び 監 督 に 関す る ヨ ョ 
士 等 の 登録 に 関す る 事務 
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土 は 、 監 査 及び 会 計 の 専門 家 と し て 、 独 立 し た 立場 に お いて 、 
マ 人 上 ds 

NE KO 及び 等 を 図り 、 も っ て 加 民 経済 の 婦 全 な 移民 に 二 
、 そ の 事務 ・ 事 業 名 及び 理 3 0 公設 会 計 士 の 使 生 及び 内宮 に 角 み 、 
会 計 士 に 対す る 指導 、 連 絡 及 び 監 
+ 士 を その 構成 員 と する 必要 が ある こ と か ら 強 制 入 会 帯 
う に 、 公 認 会 計 士 に 対す る 指導 、 連 絡 及び 監督 に 

8 的 ・ 元 的 に 行う 必要 が ある こ と か ら 、 当 該 
会 計 士 協会 の 制度 独占 と し て いる と こ ろ で ある 。 




















補 半 政 取 吊 ご 































































































































































































































































































と な る 事務 ・ 事 業 を 行っ て いる 
当該 事務 ・ 事 業 が 法人 の 従 た る 事務 ・ 事 立 理由 ) 
“まっ て いる 理由 

旧 占 と な る 事務 ・ 事 業 を 行っ て いる 場 
6 務 ・ 事 業 全 体 が 実態 上 列 

な いた め の 所 要 の 是正 措置 舞 
て いな い 場 合 は その 理 
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3 民 
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皮 瑞 直 同 すす 誤 





と 関し て 、 ホ ー ム ペー ジ へ の # 
































ト 占 と な る 事務 ・ 事 業 
の 喘 0 
場合 は その 理由 ) 
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詳 営 詳 尺 澤 灘 














































































































の 確保 等 の 観点 か ら 、 報 酬 規定 
上 法 改正 に より 平成 16 年 4 月 1 日 か ら 実 』 
ト 法 上 問題 と し な る お それ の ある 会 則 等 に 
上 法 改 正 に より 平成 16 年 4 月 1 日 か ら 実 』 
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占 と な っ て いな いき 
と な っ て いる 場合 、 
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虫 占 と な っ て いい ない 
占 と な っ て いる 場合 、 
足 正 措置 の 有無 、 













































































































































































④ 手数 料 等 | 。。 0 
の 徴収 ” 

































































































































































二 記 ) 








































































































関す る 諸 経 費 ( 
受験 手数 料 は 、 修 了 
・ 採 点 に 係る 謝礼 な ど ) 




















































































































状況 の イン ター 
ネッ ト で の 公表 の 有無 


法人 に お ける 純 利益 額 















































































































































































































































規定 方 法 
































① 公認 会 計 士 法 第 17 条 一 第 22 条 
















































































(⑤) 検査 等 の 1① 公認 会 計 士 等 の 登録 の 要件 、 手 続 等 に つい て は 、 公 認 会 計 士 法 、 公 認 会 計 士 等 全 録 = の へ 、 ョ トート 4 レタ し 記 
事務 事業 規則 及び 特定 社員 登録 規則 に 規定 され て いる 。 lag 
必 と 人 き 区 の 運営 状 ? へ 誠 に 電 定 束 ド 所 
② 監査 証明 業務 の 運営 状況 の の 調査 は 、 公 認 会 計 士 法 に 規 E さ れ て いる 。 ② 公認 会 計 士 法 第 46 条 の 9 の 2 


































































































































































































事務 ・ 事 業 の 公正 性 担保 の た め の 措 置 事務 ・ 事 業 の 公正 人 、 公認 会 計 士 法 の 規 
の 有無 と 内 容 (な けれ ば その 理由 ) 金融 庁 長 官 へ 報告 する と と も に 、 会 則 の 一 部 変更 は 金融 庁 ] 
員 に 対し て 、 内 議事 項 に つい て 毎月 文書 
を 開示 し て いる 。 














































































































































































































理 細 則 及 び 役 職員 の イン サイ ダー 取引 等 の 防止 に 関す る 細則 
性 を 担保 する 上 で 必要 な 規定 を 設 ! け て いる 。 





邊 若 


























x 
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腔 政 : 


義務 ) 


き が 本 会 の 役員 又は 委員 その 他 の 役職 に 就任 し た と き は 、 そ の 職務 に 関 
時 た 秘密 を 正当 な 理由 な く 他 に 漏らし 、 又 は 盗用 し て は な ら な い 。 会 員 が 
委員 その 他 の 役職 で な く な っ た 後 も 、 同 様 と する 。 
規定 は 、 会 員 外 の 者 が 本 会 の 役員 又は 委員 その 他 の 役職 に 就任 し た 場合 
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会 則 及 び 規 則 に よっ て 課せ られ る 全て の 義務 を 






























































ET 及び 第 149 条 (議事 @ 
用 する 。 























役職 員 に 対し 、 公 正 性 を 担保 する 上 で な 上 員 の 義務 
必要 と 認め られ る 職務 規程 等 の 有無 と 


























具 は 、 その 責任 































































































内 容 (な けれ ば その 理由 ) 史 会 ? 放 を 区 し 、 

































































役員 、 ス タッ フ 、 派 遣 労働 者 、 そ の 他 本 会 の 委嘱 を 受 
情報 を 利用 する 会 員 又 は 準 会 員 (以下 「 役 員 等 」 と いう 








































































































E 当 な 理由 が な く 、 漏 えい 、 紛 失 、 改 ざん 、 
A A NA に の 
の ほか 、 ス タッ プ フ 等 の 守秘 義務 及び 違反 時 の 懲戒 処分 に つい て は 就業 # 
め る と こ ろ に よる 。 
ン サ イダ ー 取 引 等 の 防止 に 関す る 細則 
引 の 禁止 等 ) 

















終っ 























【 ウ 











回 
いい 9 生生 


姜 浴 べく 
































一 取引 を し て は な ら な い 。 

お いて 重要 事実 を 知り 、 又は 重要 事実 を 知っ た 者 か ら 
の 人 を ける Eg 性 が ある こと に 留意 し 、 自 己 の た め に する 特定 有価 証 
芝 図 せ ず し て イン サイ ダー RS ES 
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3. 機関 | 役員 選任 規程 の 有無 
(1) 役 員 ( 除 役 
監査 役員 の 3 
7 人 以内 

事 、34 人 以 
事 と し 、 そ 

















































































































































































































































































































mr 
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| 細 





役員 の 選任 は 公正 か つ 自 主 的 な 方 法 に 
よっ て 行わ れ て いる か 
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多い 











『 事 会 の 議 を 経て 任用 し 、 定 
長 が 理事 会 の 議 を 


E す る 。 た だ し 、 臣 
承認 を 得 て 選任 す 
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(年 数 ) 3 年 
(理由 ) 中 長期 的 視野 に 
その 施策 を 結実 させ 
業務 執行 の 実効 性 を 高め る た め 、 
て 役員 の 任期 を 3 年 と CS 
| E 事 に つい て 、 任 期中 に 』 
在任 年 齢 に 関す る 規定 無 ・ 無 83 は 、 満 68 如 に 直す る 月 の 未 
E 期 と し て いる 。 



































2 年 以外 の 任 
る 場合 、 その 年 角 ヽ 
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寺 加計 加計 加 叶 
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AI DID DY ET 
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※※ 装 当 交 過当 前 加 
ふ 立 

\J」 ト つう 
玉 到 め ゆめ 
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ミミ 








EH 





に | 























長 、 副 
び 専 務 理 事 の 
記載 と し た 。 

ぎ 定 企業 関係 者 、 1 バ 直 係 者 又は 事務 事業 に 係る 同一 業界 関係 者 と 所 管 官 庁 出身 者 
% 及 びび 理由 /2 超 の 場合 、 そ の 比率 と 理 | 

会 計 士 協会 は 、 公 認 会 計 士 の 自治 的 団体 で ちる こと か ら 、 
3 ける 同一 業界 関係 者 の 占め る 割合 は 、 約 98% と な っ て いる 
業界 関係 者 以外 の 役員 は 2 名 ) 






















































































































































































































































































































































































SM 日 0 OR 









































A 役員 の 退職 金 
3,000 万 円 を 超え な し 








































































































年 額 3.000 万 円 を 超え な い 範 
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本 を 支給 し て いな い 。 
ER 役員 会 の 成立 要件 役員 会 に お ける 議決 要件 


SEN 議決 を 有する 出席 者 の 過半 数 を も っ て 議決 する (可否 同 
Ye I 数 の と き は 、 議 長 が 裁決 する ) 。 



















































































































































































監査 役員 選任 規程 の 有無 有 | ・ 無 選任 規程 が な い 場 合 、 そ の 環 










































































a 監査 役員 た る 監事 は 、 地 域 会 会 長 の 連名 に よる 推薦 を 受け 、 総会 の 承認 を 得 た 者 を も 

区 と = し エリ キノ N に 下 に w・ 2 

Ra っ て 充て る 。 た だ し 、 監 事 の うち 1 人 は 、 会 員 外 の 学識 経験 を 有する 者 の うち か ら 、 
: 総会 の 承認 を 得 て 選 任 す る 。 


関係 府 省 以外 の 者 及び 外部 の 者 を 登用 し て いな い 場 合 、 | 員 が 理事 を 兼ね て いる 場合 、 そ の 理由 















































































































































(年 数 ) 3 年 
( 畠 ) 由 胡 区 衝 苗 に ずっ た 区 芝 を まし 
その 施策 を は る こと に より 、 法 人 の 
I 業務 執行 の 実行 性 を 高め る た め 監 査 役員 以 
場合 、 も 由仁 基 を 8 年 と し て ね り 、 当 設 員 
性 を 担保 する た め に 、 監 
し て いる 。 





















































































































































































































































在任 年 齢 に 関す る 規定 


























当初 就任 
令 和 元 和 
令 和 元 和 
令 和 元 有 


平成 25 年 


























5 


4 
> 必 尼 
DW DW DW 














量 NH 















































日 
け 











I Kk 
Sh a Ed mu 
8 








3 





























TT HH 














部 
] 

2 

下 







































































監査 役員 報酬 の 支給 基 























































































































監査 役員 報酬 の 支給 基準 の 内 容 監査 鼻 員 の 退職 金 


公認 会 計 士 以外 の 学識 経験 を 有する 監事 に 対し て は 
額 10 万 円 支給 する 。 そ の 他 に 対し て は 、 報酬 を 支給 し て | 洋 金 は 支給 し て いな い 。 












































































































































(3) 社団 的 情 人 V 無 と 内 容 総会 等 に お ける 議決 要件 の 有無 と 内 容 
格 の 法人 
の 総会 穫 . 舞 天 ]・ 無 ) ee の 

0 員 及 び 会 計 士 補 浴 内 容 ) 出席 NM る 準 会 員 の 過 : OR 
総会 の 開会 の 要 人 。 た だ し 、 会 則 の 制定 又は 変更 に つい て は 、 会員 及び 会 計 士 補 た る 準 
WM 上 の 3 分 の 2 以上 の 同意 が 必要 と な る 。 












































































































































































































































































































































ね お ける 業務 実績 評 状 ) 議員 会 等 の 構成 
ーー の 生 その E 規 制 活 』 
述べ 、 又 は 本 会 の 求め に こ < 応じ て 助言 を 


i 識者 で 構成 する 自主 規制 モニ ター 会 議 SN Dee 
設け て いる 。 ゴ の 議 を 経て 選 人 




























































































































































































を 兼ね て いる 場合 、 
(兼務 の 役員 数 評議 











と の 構成 比率 
* の 構成 員数 X100 




































































































































































当 協 会 の 自主 規制 洒 和 
内 部 の 視点 及び 外部 の 視点 























EE かつ 人 迄 賊 的 ! 
の 双方 を 有 す 
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時 が ある 場合 は そ 





























































































































































































































超 の 場合 、 そ の 比率 と 理 
























































評議 員 会 に 











お ける 議決 要 付 



























































過半 数 を も っ て 決する 。 





4. 財務 及 
び 会 計 
























































(1) 会 


計 基 準 

















の 適用 









































































































































・ 特 別 法 上 の 引当 




































































その 他 法 人 の 特 
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こ 応 じ 適 




















る 一 般 的 か つ 標 人 





直 的 な 会 計 基 3 















































入金 の 返済 計画 の 有無 






























































金 等 の 額 











引当 金 ・ 特 別 法 上 の 引当 金 等 の 明細 及び 増減 状 
(公表 し て いな い 場 合 そ の 表 
























































































































































を 実施 し て いな 











全 倫 訪 人 、 株 式 会 社 等 











HH 
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理由 











171, 975, 010 円 

1, 733, 550 円 
927, 820, 241 円 
489, 259, 030 円 


収支 決算 額 が 50 億 円 
実施 の 有無 
















































































(用 
(理由 ) 公益 法人 会 計 基 準 に 
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、 負 債 の 部 に 










































































公益 法人 、 株 式 会 社 等 へ の 出資 の 
有無 
































法定 の 資金 供給 業務 と し て 行う 

















場合 の 基金 拠出 等 の 有無 
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事業 報告 書 
載 内 容 ( 
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こよ る 出資 比 
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託 先 で 、 








当該 法人 か ら の 収入 
の 割合 が 2 3 以上 と な っ て いる も の 




































































































































































































































































法人 と の 関係 
“ 法人 に お ける 業務 及び Se 
0 | 同 資料 の イン ター 
上 務 き 次 必 2 一 2 0 
開 店 に 朋 す る 次 の の 一 衣 の | ネット に よる 公表 | 公表 し て いな い 場 合 その 理 
見 の 有 芝 有 

1) 法人 に 無 の 有無 

け 業務 

及び 財務 | 定款 了 ] 無 無 無 
等 に 関す 

ノ へ へ 

る 人 ペ 表 | 役員 名 等 逢 ・ 無 利 ・ 無 利 ・ 無 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































組合 員 等 名 衛 | タン | 有 舞 有 還 
事業 報告 書 ・ 附 属 説明 書類 有 有 無 有 無 
順 益 計 算 書 又は 収支 計算 書 有 有 無 有 無 
貸借 対照 表 有 和 有 無 有 無 
法律 上 作成 が 義務 付け られ て い 大 ££ 4E を - 4 
る 財産 目録 及び 決算 報告 書 MM 2 0 
監事 の 意見 書 有 無 有 無 有 無 
事業 計画 書 有 無 有 無 有 無 
所 管 官 庁 に お ける 所 管 
法人 の 業務 及び 財務 和信 無い 場合 、 閲覧 の 有無 閲覧 させ て いな い 場 合 、 
に 関す る 資料 の 備え 付 その 理 | 9 その 理 | 
け の 有無 
定 者 有 ・ 無 有 ・ 無 
役員 名 簿 有 無 
組合 員 等 名 秒 有 無 
事業 報告 書 ・ 附 属 説明 書類 有 無 
順 益 計 算 書 又は 収支 計算 書 有 無 
貸借 対照 表 有 無 
法律 上 作成 が 義務 付け られ て い 2 
る 財産 目録 及び 決算 報告 書 AD 
監事 の 意見 書 有 ・ 無 有 ・ 無 
事業 計画 書 有 人 有 無 
所 管 官庁 に お ける 所 管 所 管 法 人 の ホー ム 
法人 に 関す る 事項 の イ | 公表 し て いな い | ページ へ の 簡便 な 無い 場合 、 そ の 理由 
ンタ ーネット に よる 公 場合 その 理由 アク セス を 可能 (一 部 の み 実 施 の 場合 も 含む ) 
表 の 有無 する 措置 の 有無 
名 称 有 ・ 無 有 ・ 無 
所 管 す る 前 J (担当 局 担当 課 等 ) 右 和 有 プー 4 
の 名 称 2 
主たる 事務 所 の 所 在 地 及 0 電話 と 人 テー 無 
番号 
設立 年 月 日 有 f 有 無 
代表 者 の 職名 及び 氏名 有 ・ 無 有 ・ 無 











業務 及び 財務 等 に 関す る 資料 















































制度 的 又は 実態 的 に に 独占 と な っ て いる 事務 ・ 事 
いる 法人 に つい て 、 当 該 a 
寅 及 等 の 交付 を 受け 法人 に つい て 、 


の 名 称 及 び 金 額 、 8 事 3 7 びに 
の 人 金利 




























































































































































































退職 公務 上 役員 に 就 い て いる 退職 公務 員 の 状況 に つい て の 公 ヨ = 
た Y ド 
員 等 の 状 
況 の 公表 ほ 主 し て いな い 場 合 、 そ の 媒 

















































































































氏名 、 役 職 、 就 人 
































子会社 及び 一 定規 模 以上 の 委託 先 の 役員 に 就 い て いる 退職 
公務 員 及 び 当 該 法人 の 退職 者 の 状況 に つい て の 公表 の 有無 



















































































ほし て いな い 場 合 、 そ の 















































































































































































































































































































































E 準 7 ” 本 
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UN に HE 





CEE Ee 
民 Q 撤 護 演 中 境 | 章 澤 護 半 中 1 





>ES 





























当 AN 6 内 開 総 理大 
っ て お り 、 当 協会 が 行う 事務 ・ 事 音 
監督 を 行っ て いる 。 

な お 、 令 和 2 年 度 に お いて 、 特 に 見 直し が 必要 な 


っ た 。 


見 直す べき 事務 ・ 事 業 が な か っ た た め 。 
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当 協 会 は 、 法 令 の 規定 に 基づく 検査 関連 制度 と 
の 登録 事務 及び 監 査証 0 
仮に 、 当 制度 を 事業 者 に よる 自己 確認 へ 移行 す 
査証 明 業 務 の 信頼 性 を 確保 する た め の 担 保 が な 
し て 、 投 資 者 ・ 債 4 に 不測 の 損害 を 与え る こと に 
い 。 





























= 
tt 
一 




























































































































































































S 引 書 河 











































































































自体 の 必要 性 . 式 法律 の 改廃 を 
含め た 所 要 の 
当該 法人 に 行 措置 の 実施 の 

性 (特に 有無 
























































































































































































































































業 を な ぜ 当 該 法 人 
に | な けれ ば な ら な 
法人 が 制度 的 に 
・ 填 業 を 行 
; h 占 の 継続 の 





















































































































































の 規程 に 基づく 検査 
関連 制 AN 手続 の 簡 
素 化 、 事 業者 に よる 自己 確 
認 へ の 移行 の 章介 
















































































































































































その 他 




































































































































































・ 法 人 の 特性 や 実情 等 を 踏ま え 、 基 準 の 例外 と し て 整理 し て いる に 理由 等 を 記載 する 。 
・ 令 和 2 年 度 未 に お いて 基準 未 適合 と な っ て いる が 、 令 和 3 年 9 月 ぎ 点 で 基準 適合 と な っ て いる 事項 に 
E 月 日 を 記載 する 。 

(1 ) 監査 役員 を 除く 役員 の 任期 
当 協 会 の 特性 及び 実情 等 の 本 質 に 応じ て 検討 し た 結果 、 中 長期 的 視野 に 立っ た 施策 を 実行 し 、 そ の 施策 を 結実 させ る こと に より 、 法 
人 の 業務 封 行 の 実効 性 を 高め る 必要 性 が ある た め 、 当 協会 が 会 則 に お いて 役員 の 任期 を 3 年 と し て いる こと に つい て は 、 合 理 
られ る と の 理由 か ら 、 本 件 は 指導 監督 基準 の 例外 と する こと が 適当 と 判断 し た 。 
























































































































































































































































































































































(2 ) 監査 役員 を 除く 役員 の 在任 年 齢 規程 の 整備 

当 協 会 の 特性 及び 実話 に 応じ て 検討 し た 結果 、 役 員 は 会 員 の うち か ら 選 挙 に よっ て 選出 され る こと に な っ て いる が 、 当 該 役 
員 の 知識 及び 経験 が 法人 の 業務 運営 上 必要 と され て 選出 され て お り 、 そ れ を 年 齢 に よっ て 制限 する こと に は 合理 的 な 理由 が な いこ と か 
ら 、 指 導 監 督 基準 の 例外 と する こと が 適当 と 判断 し た 。 




































































































































































( 3 ) 監査 役員 の 任期 
当 協 会 の 特性 及び 実情 等 に 応じ て 検討 し た 結果 、 中 長期 的 視野 に 立っ た 施策 を 実行 し 、 そ の 施策 を 結実 させ る こと に より 、 法 
人 の 業務 執行 の 実効 性 必要 性 が ある こと か ら 、 会 則 に お いて 監査 役員 の 任期 を 3 年 と し て いる こと に つい て は 、 合 理性 が 認め 
られ る と の 理由 か ら 、 指 導 監 督 基準 の 例外 と する こと が 適当 と 判断 し た 。 









































































































































(4 ) 監査 役員 の 在任 年 齢 規程 の 整備 

当 協 会 の 特性 及び 実情 等 の 本 質 に 応じ て 検討 し た 結果 、 監 事 は 各地 域 会 の 会 長 の 連名 に よる 推薦 され た 者 を 総会 に お いて 選任 する こ 
と に な っ て いる が 、 当 該 監査 役員 の 知識 及び 経験 が 法人 の 業務 運営 上 必要 と され て 選任 され て お り 、 そ れ を 年 齢 に よっ て 制限 する こと 
に は 合理 的 な が な いこ と か ら 、 指 導 監 督 基準 の 例外 と する こと が 適当 と 判断 し た 。 



















































































































































































( 5 ) 評議 員 等 の 任期 
当 協 会 の 特性 及び 実 作詩 し た 結果 、 中 長期 的 視野 に 立っ た 施策 を 実行 し 、 そ の 施策 を 結実 させ る こと に より 、 法 

































































人 の 業務 執行 の 実効 性 | 会 則 に お いて 評議 員 等 の 任期 を 委嘱 し た 会 長 の 任期 満了 の 時 (3 年 ) まで と し 
て いる こと に つい て は 、 理性 が 認め られ る と の 理由 か ら 、 指 導 監 督 基準 の 例外 と する こと が 適当 と 判断 し た 。 














































































































(6 ) 評議 員 等 の 在任 年 齢 規程 の 整備 

当 協会 の 特性 及び 実情 等 の 本 質 に 応じ て 検討 し た 結果 、 評 議員 等 は 当 協 会 の 会 員 及 び 学 識 経 験 者 で 構成 され て いる が 、 当 該 評議 員 等 
の 知識 及び 経験 が 法人 の 業務 運営 上 必要 と され て 選任 され て お り 、 そ れ を 年 齢 に よっ て 制限 する こと に は 合理 的 な 理由 が な いこ と か ら 
導 監 督 基準 の 例外 と する こと が 適当 と 判断 し た 。 


















































































































































